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第1回⽣活保護システム等標準化検討会 次第

＜⽇時・場所＞

令和6年7⽉10⽇（⽔） 10:00〜12:00 オンライン開催（Zoom）

＜議題＞

I. 開会

II. 議事

1. 出席者紹介

2. 令和5年度の検討の振り返り

3. 令和6年度検討会実施概要の説明

III.閉会

＜配布資料＞

資料１ 第1回⽣活保護システム等標準化検討会 事務局資料（本紙）

資料２ 構成員名簿



1.出席者紹介

資料２︓
構成員名簿を⽤いて構成員を紹介



2.令和5年度の検討の振り返り
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2.令和5年度の検討の振り返り

2.1. 標準仕様書の改定の経過

n 令和5年度までは、現⾏の⽣活保護業務を標準仕様書にどのように反映するか議論を⾏い、⽣活保護業務を⾏うために必要な
仕様を網羅した標準仕様書を作成しました。現在は、各⾃治体にて標準準拠システムの調達・構築が進んでいます。

n この状況を踏まえ、令和6年度は、法制度改正やデジタル庁の⽅針への準拠を継続して推進するとともに、今後の⾃治体の⽣活
保護業務を⾒据え、「新たな⽣活保護業務の標準」について、検討会で議論したいと考えています。

標準仕様書の改定の経過

作業概要

対象⾃治体

／依頼事項

対象ベンダ

／依頼事項

令和２~3年度

標準仕様書（案）作成

令和4年度

⾃治体の要件を参照し突合

複数ベンダから情報収集

• 現⾏業務にかかる問合せ回答

• フローチャートの確認 等

• 現⾏パッケージにかかる問合せ

回答

• ⾃治体間・ベンダ間の差異を可
視化

• 標準仕様策定にあたっての論点
を明確化した標準仕様書
（案）を作成

• 全国⾃治体への意⾒照会結果
から抽出した検討論点を中⼼に、
検討会にて協議・検討

• デジタル庁と、⾮機能要件、デー
タ要件、連携要件等を調整し、
結果を仕様書に反映

標準仕様書の検討

• 標準仕様書（1.0版・1.1
版）の公表に向けた準備

• システム移⾏のガイドライン等
の作成

標準仕様書の公表

令和5年度

構成員・全⾃治体

全ベンダー

• ⾃治体・ベンダからの改善意⾒を踏まえた⾒直し・調整
• 標準仕様書2.0版への改版に向けた検討会（WT）での協議・検討
• 2.0版への改定作業・公開
• ⾃治体・ベンダへのフォロー

• 標準準拠システムの改善に係る意⾒提出・調整
• 検討会・WTへの参加
• 標準準拠システムの調達

• 標準仕様書改版（案）確認
• 準拠システムの開発

改訂の検討

標準仕様書 （案）

・機能要件

・帳票要件

・フローチャート

・⾮機能要件

・⽤語集

標準仕様書次版への改訂

全⾃治体・全ベンダ

検討会・WT

⾃治体

ベンダ

貴省

全国意⾒照会

構成員・全⾃治体

全ベンダー

• 標準準拠システムの改善に係る意⾒提出・調整
• 検討会への参加

• 標準仕様書改版（案）確認
• 準拠システムの開発

標準仕様書

1.0版・1.1版

・機能要件

・帳票要件

・フローチャート

・⾮機能要件

・⽤語集

令和6年度

構成員・全⾃治体

全ベンダー

• デジタル庁⽅針への準拠（共通機能、データ要件、連携要件、⾮機能
要件等）

• ⾃治体・ベンダからの改善意⾒を踏まえた⾒直し・調整
• 標準仕様書2.1版への改版に向けた検討会（WT）での協議・検討
• 2.1版への改定作業・公開
• ⾃治体・ベンダへのフォロー

• 標準準拠システムの改善に係る意⾒提出・調整
• 検討会・WTへの参加
• 標準準拠システムの調達

• 標準仕様書改版（案）確認
• 準拠システムの開発

デジタル庁⽅針への準拠 標準仕様書次版への改訂

標準仕様書

2.0版

・機能要件

・帳票要件

・フローチャート

・⾮機能要件

・⽤語集
全⾃治体・全ベンダ

検討会

⾃治体

ベンダ

貴省

全国意⾒照会

全⾃治体・全ベンダ

検討会・WT

⾃治体

ベンダ

貴省

全国意⾒照会 デジタル庁との調整
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2.令和5年度の検討の振り返り

2.2. 令和5年度の検討概要

n 令和5年度は、令和4年度からの継続検討課題における各検討要素について詳細な議論を実施し、全ての検討要素について、
⼀定の結論を導くことが出来ました。

n この中で、「内部帳票の電⼦化」については、⾃治体業務の標準検討の中で、令和6年度も引き続き検討します。

ü 内部帳票において、「移管の際に⽤いる帳票および業務への出現頻度が⾼い帳票」に
該当する帳票のうち、標準化の効果が⾼い10帳票について、帳票要件を定義した
→今年度も引き続き検討(電⼦化した内部帳票を⽤いた運⽤フローを整理するため)

種類No

内部帳票における管理項⽬1

決裁に係る運用の検討2

EUCで対応可能な帳票の範囲3

⾃治体規模別オプションの整理4

監査機能の追加検討5

納付書のレイアウト調整6

全国銀⾏協会フォーマット以外で
の口座振替依頼

7

⾃治体運⽤の効率化に寄与する
内部帳票の標準仕様整備

標準仕様書の利便性向上に向けた
⾃治体規模別（種別）オプションの
整理

システム化による業務効率化と業務
徹底が期待できる監査機能の追加

生活保護業務に必要な納付書のレ
イアウト定義の要否

検討要素

ü 標準仕様書1.1版への指摘事項について、⾃治体規模別（種別）オプションWTに関
する仕様書の記載の妥当性を検証し、現⾏の記載で対応可能なことを確認した

ü 被監査⾃治体における監査資料作成の業務負荷が⾼いことを確認したため、監査資
料を作成するにあたって必要な項⽬の出⼒等の機能要件を定義した

ü 他の標準業務の標準仕様書の記載を踏まえて、税務システムの標準仕様書における
帳票レイアウトに準拠することとし、機能要件を定義した

検討結果継続検討課題

⼝座振込等における全国銀⾏協会
以外のフォーマットの要否

 全国銀⾏協会フォーマット以外の独⾃フォーマットで⼝座振込等を⾏う機能要件は不
要という意⾒に対して、全国銀⾏協会フォーマット以外の独⾃フォーマットを使⽤している
ことを確認したため、機能要件は継続して仕様書に記載することとした

令和5年度の作業概要



3.令和6年度検討会実施概要の説明
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 今年度は⼤きく３つのテーマで⽣活保護業務の標準化検討を進めます。
 法制度改正やデジタル庁動向などの国動向への対応、デジタル庁の標準化PMO等に集まっている各自治体からの質問を踏まえた
標準仕様書改訂対応については、事務局にて調整し、WTにて協議する想定です。これらに加え、改めて⽣活保護業務を⾒直し
たうえでの新たな標準の検討についても有用であると考えています。

 下図に⽰す今年度の検討内容について、構成員の皆様よりの意⾒を踏まえ、決定します。

検討の背景 検討内容詳細 検討方法検討内容検討テーマ

今年度の検討内容

3.令和6年度検討会実施概要の説明

3.1. 今年度の検討内容

標準化移⾏期限が間近に迫っているため、システム導⼊にむけて、⾃
治体とベンダ間の機能要件に関する認識を、より共通化することが求め
られる想定である。

法制度の改正内容を踏まえて、標準仕様書を改定することが必須で
あるため。

職員の決裁用帳票や内部閲覧用の帳票である内部帳票の電子化は、
現⾏の⾃治体の運⽤を⼤きく変えるものであり、電⼦決裁等の実現も
踏まえて、検討会で議論を⾏うことが必要なため

事業者協議会で、ベンダからデジタル庁に対して、機能要件とデータ要
件・連携要件の不整合性があると意⾒があり、デジタル庁から協同対
応の要望があったため。

⾃治体とベンダの認識共通化に向けた、機能
要件「要件の考え⽅」の記載

データ要件・連携要件の基本データリストと機
能要件の管理項⽬の⼀致等

法制度改正を踏まえた標準仕様書の改定内
容、適合基準⽇等

内部帳票の電⼦化の実現に向けた電⼦決裁
機能等

他の業務では、標準化移⾏時のFit＆GapにおけるGap解消に対す
る質疑や指摘があるため、生活保護業務についても対応方法の検討
が求められる想定である。

Fit＆Gap時に生じたGap解消に関する疑問
や指摘への対応方法

機能要件における
「要件の考え方」の
記載内容の充実化

制度改正への対応

内部帳票の電⼦化

データ要件・連携要件
の精緻化

⾃治体対応⽀援

事務局で調整し、ポ
イントについてWTに
て協議

今後は、新たな⽣活保護業務の標準について業務効率化の観点から
議論を⾏い、標準仕様書を改版することが望ましい想定である。

現在の⽣活保護業務の実態と業務効率化に
向けた問題点と課題、将来像

新たな生活保護
業務の標準

WTにて協議

国動向への対応

⾃治体⽀援

未来の
業務のあり⽅

協議事項

構成員の皆様の
標準仕様書活用時
の問題点等を確認
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3.令和6年度検討会実施概要の説明

3.2. 標準仕様書2.0版公開後の法制度改正

n 令和5年度末に標準仕様書2.0版を公開後、令和6年度にて2回の改正を実施／予定しています。
n これらの改正については、事務局にて標準仕様書への反映案を作成し、検討会で承認をいただいた後、全国意⾒照会を経て標
準仕様として確定します。

n また、令和7年４⽉１⽇施⾏の改正もあり、これらの取り扱いについても、今年度整理を進める予定です。

施⾏期日改正内容

公布⽇（令和6年4月24日）
※令和6年1月1日遡及適用

進学・就職準備給付⾦

令和6年10月1日
⼦どもの進路選択支援事業
（アウトリーチ事業）

令和6年10月1日
就労⾃⽴給付⾦の
インセンティブ強化

⽣活保護制度に係る令和6年度法制度改正（予定を含む）

※上記以外に令和7年４⽉１⽇施⾏の改正もあり、当該改正についての反映時期は要検討

データ要件・連携要件の精緻化に係る対応（デジタル庁）

 デジタル庁にて整備されているデータ要件・連携要件について、左記制度改正の内容を
踏まえて更新を実施

 その他、標準化全体の動向による修正について、適宜実施

データ要件

連携要件



©2024 ABeam Consulting Ltd.confidential9

3.令和6年度検討会実施概要の説明

3.3. 今年度の検討の進め⽅

 令和6年度は、前述のとおり、検討内容から、事務局にて推進するテーマと、構成員の皆様からの意⾒にて検討を深めるテーマに
分かれています。構成員の皆様からの意⾒収集については、昨年度実施した検討会とワーキングチーム（WT）の形式を基本とし
て進めます。

 事務局で検討した部分について構成員の皆様に確認をさせていただきたい点についてもワーキングチームの中で議題を提示する予
定です。ただし、ワーキングチームの開催時期と異なってしまう場合は、会議を書⾯開催として実施することを予定しています。

協議事項

事務局検討

ワーキングチームにて検討

検討会実施

内容についてワーキングチームで確認
（状況に応じ、書⾯開催）

検討テーマ別意⾒収集⽅法（案）

未来の業務のあり⽅に係る検討 国動向への対応／自治体支援に係る検討

 生保に係る標準化検討に向けた調査や検討
の実施

 検討の基となる資料の作成

ü ⾃治体や⽣保システム事業者からの意⾒の収
集や、事務局にて作成した案に対する検討

ü ワーキングチームで検討した内容の報告

ü 全国意⾒照会資料や標準仕様書の改定内
容等に対する承認

ü 「未来の業務のあり⽅」の検討については、構成員の皆様からの意⾒を収集して深い議論を実施（詳細は後述）

ü 法制度改正や⾃治体⽀援については、事務局にて対応案（仕様書改定案の作成を含む）を作成し意⾒を収集することで、構成員の皆様の負荷低減を図る
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3.令和6年度検討会実施概要の説明

3.4. 令和6年度の想定スケジュール

n 今年度の標準仕様書改定については、令和7年1⽉末の公表を⽬指すことを予定しております。
n 反映対象としては、前述の「国動向への対応」「⾃治体⽀援」にて必要となった内容を更新します。改定にあたりましては、これまで

と同様に、10~11⽉頃の全国意⾒照会を経て実施する流れになります。

R7.3R7.2R7.1R6.12R6.11R6.10R6.9R6.8R6.7R6.6作業名称

イベント

検討会

全国意⾒照会
〜仕様書改定

ワーキングチーム
（WT）

▼

標準仕様書2.1版発出▼

検討会・WT・全国意⾒照会の実施スケジュール

第1回検討会
WTの⽅針説明および今年度テーマに係る協議

制度改正（10月1⽇施⾏分）

第3回
全国意⾒照会の結果報
告及び2.1版に係る協議

▼

▼▼

第2回検討会
全国意⾒照会の内容に係る協議

▼

第4回検討会
今年度成果の報告

協議事項

全国意⾒照会
全国意⾒照会

結果取りまとめ

仕様書2.0版へ

反映

仕様書改定案作成

ワーキングチーム実施

意⾒の発散 意⾒の収束

※下記ワーキングチームで適宜確認
（状況に応じ書面開催も検討）

国動向への対応

⾃治体⽀援

未来の
業務のあり⽅
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3.令和6年度検討会実施概要の説明

3.5. WT（ワーキングチーム）における具体的な検討内容（案）（1/5）ー 検討ステップ

 被保護者が抱えている課題は多様化、複雑化しており、ケースワーカーの業務量が増える⼀⽅で、地⽅⾃治体の職員数は減少
傾向にあり、標準数を踏まえた人員配置ができていない自治体もあると承知しています。こうした状況のもと、生活保護業務を効果
的・効率的に実施するにあたっては、業務の抜本的な⾒直しが必要であると理解しています。

 前項の検討内容の「新たな生活保護業務の標準」は現在の生活保護業務の実態を確認し、運用における課題等を洗い出し、
課題を解消、運⽤を⾒直すことで業務効率化を図ります。また、「内部帳票の電子化」も同様に、現状における課題、運用の理想
像について議論を⾏います。なお、２つの検討テーマは包含関係にあるため、同時並⾏で進める想定です。

 本検討にあたっては、ステップ①では、Tobe像（業務を抜本的に⾒直した理想の運⽤像）を構築し、ステップ②では、ToBe像を
実現するために、障壁となる課題等に対してのアプローチを協議、対応施策を検討します。ステップ③では、対応施策を要件に落と
し込み、標準仕様書を発出します。

ステップ①（課題の整理及び将来像の取りまとめ） ステップ②（ToBe像実現に向けた課題と対策の検討） ステップ③（標準仕様書の改版）

成果物

 現⾏業務の中での課題について整理
 新たな標準の⽣活保護業務、理想の運⽤像を可視化

ü 取りまとめた将来像の実現に向け、具体的なシステ
ム要件を取りまとめ

標準仕様書
2.x版案

 理想の運⽤像に対する課題点を整理
 特に、制約事項となる要素を整理し、可視化した資料

検討ステップ

No. 大分類 小分類 課題概要 検討方針 検討結果 標準仕様書への反映 備考

将来像実現に

向けた課題整理

課題への対応

⽅針の整理

仕様書

への

反映方法
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3.令和6年度検討会実施概要の説明

3.5. WT（ワーキングチーム）における具体的な検討内容（案）（2/5）ー 現⾏業務の課題の観点

n ⽣活保護業務の将来像を構築するにあたり、現⾏業務の課題について、「ムリ」、「ムダ」、「ムラ」が無いかの観点で、⾃治体委員
の皆様を中⼼にご意⾒を頂き、議論する想定です。

課題の観点

業務の「ムリ」の定義 業務の「ムダ」の定義 業務の「ムラ」の定義

ü 当該作業の影響で、他の作業の実施時間
が取れない（残業して対応している）

ü 優先したい作業があるものの、実施できてい
ない

ü 必要な業務を⾏うにあたって、必要以上に
丁寧な⽅法や⼿順を⽤いている

ü 他の業務を⾏うための時間を確保できてい
ない

ü 時間の不⾜や⼈員不⾜等により、業務の
実施有無、実施内容に差異が⽣じている

ü ケースワーカーの⽀援内容に差が⽣じている
場合もある

• 膨⼤な量の算定業務、訪問業務を⾏うに
あたって、時間外で対応する、もしくは他の
業務の時間を削って対応している状態

• 算定業務において、⾦額の誤り防⽌のため、
複数職員での目視確認を実施している

• 訪問時に書いたメモをもとに、ケース記録に
同じ内容を転記している

• 算定業務に追われている場合などは、就労
⽀援業務等について、対応しきれない場合
もある

業務における「ムリ」の具体例 業務における「ムダ」の具体例 業務における「ムラ」の具体例

概要

具体例
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3.令和6年度検討会実施概要の説明

3.5. WT（ワーキングチーム）における具体的な検討内容（案）（3/5）ー 作業イメージ（課題の可視化）

役所・役場・福祉事務所

現⾏業務における課題の概観（想定）

被保護者の⾃宅

医療機関・介護機関等

※凡例

訪問先で被保護者の情報を閲
覧できないため、⼿書きのメモを
作成したり、CWが記憶して訪問

している

訪問先で被保護者の情報を閲
覧できないため、⼿書きのメモを
作成したり、CWが記憶して訪問

している

問い合わせについてその場で回答
できない場合は、事務所に戻って

電話して回答を⾏う

問い合わせについてその場で回答
できない場合は、事務所に戻って

電話して回答を⾏う

ムリムリ

申請内容や添付書類に不備や誤り
があり、申請時に気づかない場合は
、 CWの訪問または被保護者に来
所してもらい、内容の修正を⾏う

申請内容や添付書類に不備や誤り
があり、申請時に気づかない場合は
、 CWの訪問または被保護者に来
所してもらい、内容の修正を⾏う

定期訪問と随時訪問に時間を取
られて、業務時間外で記録作成

や算定等の業務を⾏っている

定期訪問と随時訪問に時間を取
られて、業務時間外で記録作成

や算定等の業務を⾏っている

申請・相談時 算定・事務処理時

所内会議時

相談・申請時に対応する職員が異
なる場合、職員ごとに異なる回答を

してしまう可能性がある

相談・申請時に対応する職員が異
なる場合、職員ごとに異なる回答を

してしまう可能性がある

膨⼤な量の申請書類と添付書類
を紙で保管している

膨⼤な量の申請書類と添付書類
を紙で保管している

会議時に追加で確認が必要な情報
がある場合は、紙の帳票から時間をか
けて必要な情報を探し出している

会議時に追加で確認が必要な情報
がある場合は、紙の帳票から時間をか
けて必要な情報を探し出している

紙帳票で被保護者の情報を管理
しているため、過去の被保護者の
情報を把握する場合は、過去の
記録全て⽬を通す必要がある

紙帳票で被保護者の情報を管理
しているため、過去の被保護者の
情報を把握する場合は、過去の
記録全て⽬を通す必要がある

例外的な事例の場合、保護費の
算定処理を誤る場合もある

例外的な事例の場合、保護費の
算定処理を誤る場合もある

他部署や他機関からの意⾒を聞きた
い場合は、会議への出席を求めても
、参加してもらえない場合もある

他部署や他機関からの意⾒を聞きた
い場合は、会議への出席を求めても
、参加してもらえない場合もある

被保護者の通院や⼊院、施設⼊
所の付き添いを求められることもあ
るが、対応できない場合もある

被保護者の通院や⼊院、施設⼊
所の付き添いを求められることもあ
るが、対応できない場合もある

被保護者を⾃⽴に導くにあたって、ど
のように⾃⽴させればいいか分からず
に、⾃⽴に繋がらない場合もある

被保護者を⾃⽴に導くにあたって、ど
のように⾃⽴させればいいか分からず
に、⾃⽴に繋がらない場合もある

被保護者ごとに異なる状況を踏
まえて、重点的に確認する項⽬
が分からず、CWごとに差異が⽣

じる場合もある

被保護者ごとに異なる状況を踏
まえて、重点的に確認する項⽬
が分からず、CWごとに差異が⽣

じる場合もある

ムラムラ

ムダムダ

n 前項でお⽰しした課題の観点に基づき、事務局にて現⾏業務の課題概観のたたき台を作成した上で、議論する想定です。



©2024 ABeam Consulting Ltd.confidential14

3.令和6年度検討会実施概要の説明

3.5. WT（ワーキングチーム）における具体的な検討内容（案）（4/5）ー 作業イメージ（将来像）

在宅勤務在宅勤務 モバイルワークモバイルワーク

役所・役場

職員の⾃宅

サテライトオフィス

⾏政サービスの向上⾏政サービスの向上

被保護者の状況に合わせた柔軟な⽀援の提供と職員の働きやすさを両⽴できるデジタル環境の実現

ü 多様な被保護者の状況に対応したサービスを提供（⽀援の必要性に応じた濃淡をつけたサービス提供）

ü 事務の効率化・デジタル化による職員負荷軽減、本来業務への注⼒、柔軟な働き⽅を実現

チャットボット・⽣成AI
等での迅速な対応

チャットボット・⽣成AI
等での迅速な対応

自治体生保担当者の
業務負担低減

自治体生保担当者の
業務負担低減

ペーパレス会議ペーパレス会議

Web会議Web会議

簿冊管理の廃⽌簿冊管理の廃⽌

最⼩限の書類の
やり取り

最⼩限の書類の
やり取り

必要関係者の相談へ
のリモート参加

必要関係者の相談へ
のリモート参加

被保護者の⾃宅

医療機関等

被保護者の状況に
応じたケア方針の選択
被保護者の状況に
応じたケア方針の選択

オンライン資格確認オンライン資格確認

各種書類・データ
の参照

各種書類・データ
の参照

n WTにおける議論を踏まえて、課題を解決した後の将来像を作成する想定です。
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n WTの実施に向けては、それぞれの回にて議論するテーマを決めたうえで、議論を実施します。
n 「何を課題として定めるか」について、事務局より考え⽅を提⽰しますので、その考え⽅を踏まえ、⾃治体・事業者の⽴場にて意⾒を
収集します。

n 収集した意⾒については、⼀覧にまとめるとともに、今年度の成果として、イメージ図に取りまとめを実施します。

3.令和6年度検討会実施概要の説明

3.5. WT（ワーキングチーム）における具体的な検討内容（案）（5/5）ー 想定会議回数及び成果物 協議事項

概要テーマ回

訪問予定の整理〜訪問〜訪問後の業務
訪問前における準備等を含む

ケースワーク①
（訪問関連）

第1回
（8月）

就労・⾃⽴⽀援など、被保護者の⾃⽴に向けた各種⽀
援業務

ケースワーク②
（⾃⽴⽀援等）

第2回
（9月）

面談を含む相談対応や各種調査等、保護決定までの
一連の業務

生保申請・決定
第3回

（10月）

医療扶助・介護扶助に係る業務
医療扶助・
介護扶助

第4回
（11月）

支給や納付に係る業務
返還⾦・債権管理、適正化に向けた調査等

経理・返還⾦・債
権管理

第5回
（12月）

ü 各回、意⾒を収集後、次回のWT開催前に意⾒を取りまとめた資料を配布し内容を確認

ü 意⾒については、各⾃治体・各事業者の視点にて考えている点や課題として思われている点
について挙げていただく

想定しているWT回数とテーマ 課題と将来像の整理イメージ

将来像

 ⽣保業務の全体像を整理した図に対し、俯瞰した課題をプロットする

 その課題を解決した後の将来像について合わせて定義する

課題の整理
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